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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第72期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第71期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高（百万円） 23,695 95,278

経常利益又は経常損失（△）（百

万円）
62 △102

四半期（当期）純利益又は四半期

（当期）純損失（△）（百万円）
△895 △2,495

純資産額（百万円） 47,958 50,582

総資産額（百万円） 116,635 118,775

１株当たり純資産額（円） 1,311.35 1,380.17

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期（当期）純損失金

額（△）（円）

△24.34 △66.97

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 41.4 42.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,699 8,664

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△704 △9,311

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△904 △6,650

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
6,322 5,259

従業員数（人） 2,528 2,500

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式がないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 2,528  

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．臨時従業員数は、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。

　

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 1,290  

　（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．臨時従業員数は、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間

      （自　平成20年４月１日
　　    至　平成20年６月30日）　

外装材事業（百万円） 19,669

住宅機材及びその他事業（百万円） 1,081

合計（百万円） 20,750

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）製品商品仕入実績

　当第１四半期連結会計期間における製品商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間

      （自　平成20年４月１日
        至　平成20年６月30日）　

外装材事業（百万円） 665

住宅機材及びその他事業（百万円） 2,336

合計（百万円） 3,001

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　主として見込み生産によっており、受注生産はほとんど行っておりません。

(4）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間

      （自　平成20年４月１日　
　　    至　平成20年６月30日）　

外装材事業（百万円） 20,290

住宅機材及びその他事業（百万円） 3,404

合計（百万円） 23,695

　（注）１．当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。

相手先

当第１四半期連結会計期間
      （自　平成20年４月１日　
　　    至　平成20年６月30日）　

金額（百万円） 割合（％）

三井住商建材（株） 7,073 29.9

住友林業（株） 5,998 25.3

伊藤忠建材（株） 2,478 10.5

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。　

　

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、長引く原油価格・原材料価格の高騰が企業収益を圧迫し、設備

投資や個人消費も弱含みで推移するなど、景気はさらに先行き不透明感を強める状況となりました。

　当社グループ主力製品の窯業系外装材（以下「外装材」）の主要マーケットである新設住宅着工戸数は、昨年６

月の改正建築基準法の施行以後、その影響が尾を引いた格好のまま低水準で推移し、当第１四半期においても各月

で前年割れとなるなど３ヵ月累計では前年比11.0％の減少となりました。これに伴い、同期間の外装材業界全体の国

内出荷数量についても前年同期比5.4％の減少となり、市場は依然として縮小傾向が続きました。

　このような厳しい市場環境の下、当社グループは国内の店舗・公共施設等の非住宅市場や海外の新市場での拡販

に努めたほか、窯業系外壁材に係るJIS規格の改正（当社グループの窯業系外壁材の販売数量の約半数を占める

12mm厚製品の14mm厚製品への移行）に伴う14mm厚製品の販売本格化を推し進めるとともに、喫緊の課題である

海外での製造事業の立ち上げにグループを挙げて取り組みました。

　この結果、当社グループの第１四半期連結会計期間の連結業績は次のとおりとなりました。　 　

　 （金額単位：百万円） 

　

前第１四半期

連結会計期間

当第１四半期

連結会計期間
増減

　 　  金額 率（％）

売上高 23,668 23,695 26 0.1

営業利益又は営業損失（△） 807 △25 △832 －

経常利益 724 62 △662 △91.4

 四半期純利益又は四半期純損失（△） 283 △895 △1,179 －

　主力の外装材事業につきまして、14mm厚製品の販売本格化や16mm以上厚製品の価格改定（昨年11月に一部製品

につき実施）の浸透から販売価格は上昇しましたものの、業界全体の出荷数量の低迷や14mm厚製品への移行に伴

う生産数量の減少により販売数量が前年同期を下回ったことから、売上高は236億95百万円と前年同期比26百万円

（0.1％）の微増に止まりました。

　一方、損益につきましては、昨年10月に米国子会社が現地新工場の操業を開始しましたが、当第１四半期連結会計

期間（米国子会社の会計期間では平成20年１月～３月に該当）は生産・販売の立ち上がり前であるため、同社が約

７億円の経常損失となり、また国内の外装材事業につきましても、価格改定効果はありましたものの、原材料・エネ

ルギー価格の高騰や14mm厚製品への移行に伴う一時的な生産効率の低下による製造コストの上昇などを吸収しき

れず、営業利益、経常利益ともに前年同期比大幅な減益となりました。

　これに加えて、当第１四半期連結会計期間より導入された「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用に伴い、当

期首の棚卸資産に係わる評価損６億50百万円を特別損失に計上したことから、四半期純損益は８億95百万円の損失

と前年同期比大幅な減益となりました。

　

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。　

①外装材事業

　外装材事業につきましては、売上高は、上記の要因などにより伸び悩んだことから202億90百万円と前年同期比１

億63百万円（0.8％）の増収に止まり、営業損益は、前出の海外での製造事業の先行投資負担等により66百万円の損

失となり、前年同期比７億66百万円の減益となりました。

②住宅機材及びその他事業

　住宅機材及びその他事業につきましては、売上高は34億４百万円と前年同期比１億36百万円（3.9％）の減収、営業

利益も５億23百万円と前年同期比34百万円（6.2％）の減益となりました。

　

　所在地別セグメントの業績につきましては、本邦での売上高の全セグメント売上高の合計に占める割合が90％超

であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比し10

億62百万円増加し、当第１四半期連結会計期間末には63億22百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は26億99百万円となりました。これは、主に、償却前利益（税金等調整前四半期純損

失＋減価償却費）で９億１百万円を計上したほか、仕入債務が16億76百万円増加したことなどによるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は７億４百万円となりました。これは、主に、有形固定資産の取得による支出が６億

86百万円あったことなどによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は９億４百万円となりました。これは、主に、長期・短期合わせた借入金を５億34百

万円減少させ、配当金の支払を３億68百万円実施したことなどによるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

　

(4) 研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、３億82百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　

　

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありま

せん。

　

(6) 経営戦略の現状と見通し

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループの経営戦略の現状と見通しに重要な変更はありません。

　

(7) 資金の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況については、「（２）キャッシュ・フローの状況」の項に記載のとおりであります。

　

(8) 経営者の問題意識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

りますが、国内景気が足踏み状態となる中、当社グループを取り巻く環境は予想以上に厳しくかつ速いスピードで

変化しております。収束の気配を見せぬ資源の高騰、少子高齢化と人口減少を背景とした国内住宅市場の縮小、サブ

プライム住宅ローン問題に端を発した米国経済失速の影響、さらに住生活基本法の「量から質へ」の政策転換の精

神に基づく住宅に対する「品質」「機能」への要求の高まりなど経営環境は激変しており、これらに対し当社グ

ループは、昨年度よりスタートさせた「中期経営計画」において掲げた二つの経営目標である「住宅性能向上への

貢献」と「窯業系外装材の世界標準を目指す」ことに引き続きグループを挙げて全力で取り組み、業績のＶ字回復

を目指します。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等についての

変更は、次のとおりであります。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。

重要な設備の新設

　当社名古屋工場の窯業系外装材原料設備の改造について、完了予定年月を平成20年６月としておりましたが、平成

20年９月に変更しております。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月12日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 37,324,264 37,324,264

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

―

計 37,324,264 37,324,264 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

　平成20年４月１日～

平成20年６月30日
－ 37,324 － 8,136 － 11,122

（５）【大株主の状況】

　当第１四半期会計期間において、みずほ信託銀行株式会社及びその共同保有者から平成20年５月22日付の大量

保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、同日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けております

が、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

なお、みずほ信託銀行株式会社の大量保有報告書の変更報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 1,359 3.64

みずほ投信投資顧問株式

会社
東京都港区三田三丁目５番27号 137 0.37
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － ―

議決権制限株式（自己株式等） － － ―

議決権制限株式（その他） － － ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　   522,500 － ―

完全議決権株式（その他） 普通株式  36,741,100 367,411 ―

単元未満株式 普通株式　    60,664 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 37,324,264 － ―

総株主の議決権 － 367,411 ―

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄の普通株式は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権の数40

個）含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ニチハ株式会社
名古屋市港区汐止

町12番地
522,500 － 522,500 1.4

計 ― 522,500 － 522,500 1.4

　（注）当第１四半期会計期間末の自己株式数は、522,600株であります。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高（円） 1,009 1,090 1,069

最低（円） 805 868 902

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

　

EDINET提出書類

ニチハ株式会社(E02415)

四半期報告書

 9/21



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,399 5,336

受取手形及び売掛金 22,882 22,918

有価証券 1 1

商品及び製品 10,682 11,440

仕掛品 2,430 2,404

原材料及び貯蔵品 2,526 2,219

繰延税金資産 1,196 1,317

その他 764 1,049

貸倒引当金 △39 △38

流動資産合計 46,844 46,649

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 19,320 20,386

機械装置及び運搬具（純額） 20,949 22,599

工具、器具及び備品（純額） 587 620

土地 20,001 19,997

建設仮勘定 134 322

有形固定資産合計 ※1
 60,994

※1
 63,925

無形固定資産

のれん 285 309

ソフトウエア 137 151

その他 595 268

無形固定資産合計 1,018 729

投資その他の資産

投資有価証券 3,472 3,107

長期貸付金 694 694

繰延税金資産 65 114

その他 3,617 3,625

貸倒引当金 △72 △72

投資その他の資産合計 7,778 7,470

固定資産合計 69,791 72,125

資産合計 116,635 118,775
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成20年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 16,131 14,608

短期借入金 9,573 8,933

未払法人税等 143 328

賞与引当金 548 1,267

役員賞与引当金 11 1

製品保証引当金 1,781 1,793

その他 7,444 6,694

流動負債合計 35,633 33,628

固定負債

長期借入金 30,851 32,427

繰延税金負債 213 87

退職給付引当金 829 819

役員退職慰労引当金 80 356

製品保証引当金 436 436

負ののれん 285 302

その他 345 134

固定負債合計 33,043 34,564

負債合計 68,676 68,192

純資産の部

株主資本

資本金 8,136 8,136

資本剰余金 10,925 10,925

利益剰余金 30,177 31,455

自己株式 △477 △477

株主資本合計 48,761 50,039

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 447 226

繰延ヘッジ損益 1 －

為替換算調整勘定 △950 527

評価・換算差額等合計 △501 753

少数株主持分 △301 △210

純資産合計 47,958 50,582

負債純資産合計 116,635 118,775
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 23,695

売上原価 16,800

売上総利益 6,895

販売費及び一般管理費 ※1
 6,920

営業損失（△） △25

営業外収益

受取利息 4

受取配当金 29

為替差益 164

その他 80

営業外収益合計 278

営業外費用

支払利息 166

その他 24

営業外費用合計 191

経常利益 62

特別利益

固定資産売却益 0

特別利益合計 0

特別損失

固定資産売却損 0

固定資産除却損 38

投資有価証券評価損 7

たな卸資産評価損 650

事業整理損 ※2
 78

特別損失合計 775

税金等調整前四半期純損失（△） △712

法人税、住民税及び事業税 91

法人税等調整額 143

法人税等合計 234

少数株主損失（△） △51

四半期純損失（△） △895
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △712

減価償却費 1,614

のれん償却額 9

製品保証引当金の増減額（△は減少） △11

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10

受取利息及び受取配当金 △33

支払利息 166

為替差損益（△は益） △177

固定資産除却損 38

たな卸資産評価損 650

事業整理損失 78

売上債権の増減額（△は増加） 6

たな卸資産の増減額（△は増加） △434

仕入債務の増減額（△は減少） 1,676

その他 115

小計 2,996

利息及び配当金の受取額 67

利息の支払額 △128

法人税等の支払額 △235

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,699

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △686

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 △8

投資有価証券の取得による支出 △0

貸付金の回収による収入 1

その他 △11

投資活動によるキャッシュ・フロー △704

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,271

長期借入れによる収入 200

長期借入金の返済による支出 △2,006

配当金の支払額 △368

少数株主への配当金の支払額 △1

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △904

現金及び現金同等物に係る換算差額 △27

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,062

現金及び現金同等物の期首残高 5,259

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 6,322
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の

変更

　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として総平均法によ

る原価法によっておりましたが、当第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日）が適用された

ことに伴い、主として総平均法による原

価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切り下げの方法）に

より算定しております。

　これにより、営業損失は12百万円少な

く、経常利益は12百万円多く、税金等調整

前四半期純損失は638百万円多く計上さ

れております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。

(2) 「連結財務諸表作成における在外子会社

の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用

　当第１四半期連結会計期間より、「連結

財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号　平成18年５月17日）を適用

し、連結決算上必要な修正を行っており

ます。

　これによる損益への影響は軽微であり

ます。

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１. たな卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の

算出に関しては、一部について実地棚卸を

省略し、前連結会計年度に係る実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算定して

おります。

２．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

て、前連結会計年度末以降に経営環境等か

つ一時差異等の発生状況に著しい変化がな

いと認められる場合に、前連結会計年度末

において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法により算

定しております。
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【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び国内連結子会社の機械装置については、従来、耐

用年数を主に12年としておりましたが、当第１四半期連結

会計期間より、平成20年度の法人税法改正による法定耐用

年数の見直しに伴い、主に９年に変更しております。

　この変更に伴い、前第１四半期連結会計期間と同一の方法

によった場合と比較して、営業損失は126百万円多く、経常

利益は126百万円少なく、税金等調整前四半期純損失は126

百万円多く計上されております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。

（役員退職慰労金制度の廃止）

　当社の役員退職慰労引当金については、従来、取締役、監査

役及び執行役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規

に基づく期末要支給額の100％を計上しておりましたが、平

成20年６月25日開催の定時株主総会終結の時をもって、取

締役及び監査役に対する役員退職慰労金制度を廃止しまし

た。

　同制度の廃止に伴い、在任期間に応じた役員退職慰労金の

打ち切り支給を同株主総会で決議し、役員退職慰労引当金

残高のうち対象となる金額を固定負債の「その他」に計上

しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は 88,771百万円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は 87,564百万円であ

ります。

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

荷造費及び運送費 2,760百万円

販売諸掛費 540 　

給料諸手当福利費 1,413 　

賞与引当金繰入額 199 　

役員賞与引当金繰入額 11 　

退職給付費用　 62 　

役員退職引当金繰入額 26 　

減価償却費 120 　

のれん償却額 24 　

試験研究費 304 　

製品保証引当金繰入額　 468  

※２　事業整理損は成型用マット事業から撤退することに

よるユーザーへの補償費47百万円及び製造設備の臨時

償却費31百万円であります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

                        （平成20年６月30日現在）

現金及び預金勘定 6,399百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △77 　

現金及び現金同等物 6,322 　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20

年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  37,324千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  522千株

３．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 368 10  平成20年３月31日  平成20年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　
外装材事業

（百万円）　

住宅機材及び
その他事業

（百万円）　

計

（百万円）　

消去又は全社

（百万円）　

連結

（百万円）　

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 20,290 3,404 23,695 － 23,695

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 20,290 3,404 23,695 － 23,695

営業利益又は営業損失（△） △66 523 457 (482) △25

　（注）１．事業区分の方法

事業区分は、製品の種類・性質及び用途等の類似性を考慮し、区分しております。

２．各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

外装材事業 窯業系及び金属系外壁材並びに同関連製品、屋根材、耐火野地板

住宅機材及びその他事業
押入れユニット、その他住宅機器、付属部材、自動車内装用ボード、フロアー

養生板、成型用マット

３．会計方針の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」会計処理基準に関する事項の変更　　

(1)に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日）を適用しております。これにより、「外装材事業」の営業損失は24百万円少なく、

「住宅機材及びその他事業」の営業利益は12百万円少なく計上されております。

（追加情報）

　「追加情報」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より、平成20年度の法人税法改正による法定耐用

年数の見直しに伴い、機械装置等について耐用年数を変更しております。この変更に伴い、前第１四半期連結

会計期間と同一の方法によった場合と比較して、「外装材事業」の営業損失は122百万円多く、「住宅機材及

びその他事業」の営業利益は３百万円少なく計上されております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,311.35円 １株当たり純資産額 1,380.17円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 24.34円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

ないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

四半期純損失（百万円） △895

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） △895

期中平均株式数（千株） 36,801

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

　

２【その他】

訴訟

　当社は、平成20年６月９日付（当社への訴状送達日）にて、国及び当社を含む石綿含有建材製造企業46社を被告と

して、建設作業に従事し、被告企業製造の石綿含有建材を加工・使用して石綿粉塵に曝露した結果、アスベスト関連

疾病に罹患したとする者又はその遺族178名の原告から、国に対しては国家賠償法に基づき、石綿含有建材製造企業

46社に対しては民法に定める不法行為責任並びに製造物責任法に定める製造物責任に基づき、総額66億22百万円の

損害賠償を求める訴訟の提起を受けました。

　本訴訟の第１回口頭弁論は本年７月23日に実施されましたが、当社といたしましては、原告らからの請求に対し、

今後も法廷の場において適切に対応していく所存です。

　なお、現時点において、当社の業績に与える影響は不明です。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月11日

ニチハ株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 安井　金丸　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中谷　敏久　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 久野　誠一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているニチハ株式会社の平

成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ニチハ株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は、当第１四半期連結会計期間

より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用しているため、当該会計基準により四半期連結財務諸表を作成してい

る。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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